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(別紙)

精神障がい者への交通運賃割引を求める意見書

障害者基本法において、精神障がい者は、身体障がい者及び知的障がい者と同じく

「障害者」として定義されており、障がい者の自立及び社会参加の支援等に向けた基

本理念を定めている。

障がい者の自立や社会参加を促進するためには、公共交通機関などの移動支援が必

要不可欠であり、鉄道、航空、旅客船、バス、タクシー、高速道路等の交通事業者に

おいては、障がい者の運賃割引制度を設け、障がい者の経済的負担の軽減を図ってい

る。

しかし、身体障がい者及び知的障がい者を運賃割引の対象としていながら、精神障

がい者を対象としていない交通事業者も多く、精神障がい者の社会参加を促す上で大

きな課題となっている。

我が国では、近年、改正障害者基本法、改正障害者総合支援法、障害者差別解消法

など共生社会の実現に向けた法整備が着実に進められており、平成２６年には障害者

権利条約が批准され、条約第２０条では「障害者自身が、自ら選択する方法で、自ら

選択する時に、かつ、負担しやすい費用で移動することを容易にすること」と定めら

れている。

一連の国内法や条約に照らせば、精神障がい者に係る交通運賃割引制度の状況は、

一刻も早く是正されなければならない問題である。

よって、国におかれては、精神障がい者についても身体障がい者及び知的障がい者

と同様に交通運賃割引制度の対象とするよう各種交通事業者に働きかけ、必要な措置

を講ずるよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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